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仙台市立病院医業未収金回収業務委託仕様書 

 

 

１. 業務委託名 

  仙台市立病院医業未収金回収業務委託 

 

２. 目 的 

  本業務は、仙台市立病院（以下「委託者」という。）における医業未収金徴収対策の一環と

して、医業未収金（以下「未収金」という。）の回収業務において弁護士又は弁護士法人の技

術や経験を活用し未収金を縮減することで、患者負担の公平性を確保し、経営を安定させるこ

とを目的とする。 

 

３. 業務内容 

(１)未収金回収業務（通常） 

① 文書や電話等による督促及び催告 

② 居所不明者に係る住所等の調査 

③ 債務者からの支払方法等の相談業務 

④ 戸別訪問業務 

⑤ 保証人や相続人への回収業務 

⑥ 債務者からの入金に係る業務 

(２)支払督促申立手続業務及び訴訟対応 

(３)強制執行手続業務 

(４)その他 

① 委託者からの相談業務 

② その他（１）から（３）に関連する業務（遅延損害金の徴収等を含む） 

③ 全ての業務において再委託は不可とする。 

(５)委託対象未収金 

委託者が複数回督促等を行っても入金がない未収金で、回収業務を委託することが適当

であると委託者が判断したものを一覧リストで通知する。ただし、次の者に係る未収金は

対象としない。 

① 破産により免責となった者 

② 分割納入中又は支払方法等について相談中の者 

③ 未収金額の合計が１，０００円未満の者 

④ その他委託者が委託を行わないことが適当と判断した者 

 

(６)実施報告 

① 定期報告 

回収の実績及び対応状況については、毎月末時点で締め、翌月１０日（当該日が土日

祝日の場合は前平日）までに委託業務実施報告書を作成し、委託者に報告すること。
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また、その他必要な事項についても委託者に適時報告すること。 

② 随時報告 

未収者等とのトラブル、苦情等が発生した場合は委託者に報告すること。 

③ 回収中止報告 

回収が困難で、徴収業務を断念する場合には委託者に報告すること。 

 

４. 契約期間 

令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 

５. 委託料 

(１)未収金回収業務（通常） 

督促や支払方法の相談等の業務（３ 内容等（１））を実施し、債務者から入金された場

合の委託料は、回収した未収金の金額にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗じ

た額とする。成功報酬には、業務に必要な設備、人材、機材等の費用（それらを準備する

ための費用を含む。）及びそれらに付随する事務費その他一切の諸経費を含むものとする。

また、算定の結果、１円未満の端数が生じた場合は切り捨てるもの（（２）以降も同様）

とする。 

(２)支払督促申立手続業務及び訴訟対応 

① 債務者に対する支払督促申立手続を行うこと。また、訴訟に移行した場合は、委託

者の代理人として、債務者と委託者との間における未収金に関する訴訟対応を行う

こと。なお、支払督促手続業務を実施する場合の対象者については、あらかじめ委

託者にそのリストを提出し、委託者との協議の上決定する。 

② 支払督促申立手続業務及び訴訟対応を実施した場合の委託料における着手金は、案

件の金額にあらかじめ契約にて定めた着手金割合を乗じた額とする。なお、支払督

促手続が訴訟対応に移行した場合、訴訟に係る着手金を別途支払うものとする。 

また、成功報酬は支払督促申立手続または訴訟の結果、和解等による分割納入も含

め、当該金銭を具体的に回収したときに発生するものとし、回収した未収金の金額

にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗じた額とする。 

③ 支払督促申立手続業務または訴訟対応の結果、未収金を回収することができなかっ

た場合の委託料は着手金のみとし、当該業務に取りかかったときに一括で支払うも

のとする。 

④ 事務費（印紙代、切手代、謄写代、書類取付費、交通費、裁判所に納める金銭）は、

②、③の手続きに係る実費相当を、費用確定の都度一括で支払うものとする。 

(３)強制執行手続業務 

① 委託業務（２）において、和解後の不履行もしくは仮執行宣言が決定した案件につ

いて強制執行の申立てを行うこと。なお、強制執行手続業務を実施する場合の対象

者については、あらかじめ委託者にそのリストを提出し、委託者との協議の上決定

する。ただし、差し押さえる財産がなかった場合、当該債権のその後の対応につい

ては、その都度委託者と受託者の間で協議し決定する。 

② 強制執行手続業務を実施した場合の委託料における着手金は、案件の金額にあらか

じめ契約にて定めた着手金割合を乗じた額とする。 
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また、成功報酬は強制執行手続業務を実施し、債権を全部または一部回収できた場

合に発生し、回収した未収金の金額にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗

じた額とする。 

③ 強制執行手続業務について、財産調査等強制執行に係る手続きを行ったが、強制執

行ができなかった場合の委託料は、着手金のみとし、当該業務に取りかかったとき

に一括で支払うものとする。 

④ 事務費（印紙代、切手代、謄写代、書類取付費、交通費、裁判所に納める金銭）は

①、②、③の手続きに係る実費相当を、費用確定の都度一括で支払うものとする。 

⑤ 強制執行手続業務において債務者の上訴等により委託範囲と異なる手続きに移行

する場合は、その内容について委託者と受託者間で再度協議のうえ決定する。 

(４)その他 

① 委託未収金が受託者を介さず委託者に入金された場合は、受託者の回収金とみな

し、委託料の算定に合算するものとする。また、委託者は入金があった旨を受託者

に連絡するものとする。 

② 未収者の健康保険適用の有無に関わらず、未収金に対する回収金額を委託料算定の

対象とする。 

③ 受託者は、(１)から(３)において債務者から回収した額を翌月１０日（当該日が土

日祝日の場合は前平日）までに毎月末時点での回収金を委託者の指定する金融機関

の口座に振込み、請求書を送付するものとする。また、委託者は回収金の入金、手

続きの着手や事務費の発生状況及び請求書の内容を照合したうえで、請求書の受理

日から３０日以内に委託料を支払うものとする。 

 

６. 禁止事項 

督促・催告、電話折衝、個別訪問等の受託業務を実施する際には強引な回収手法など、社

会通念上問題のある対応を行わないこと。 

 

７. 個人情報の取扱い 

  受託者は、当該業務で知り得た内容については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号）に基づき、適切な管理を行うこと。また、別記「個人情報取扱特記事項」を遵

守すること。 

 

８. その他 

(１)契約期間終了後に受託者の口座に振込まれた未収金は、全て委託者に帰属すること。 

(２)原則として委託者との情報共有等は紙媒体とすること。ただし、委託者と協議のうえ、

業務上必要最低限の範囲で外部記録媒体を使用することができるものとする。 

(３)本仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた場合は、委託者と受託者が協議のうえ、決

定するものとする。 
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個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 業務受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下「業務」という。）の実施に

当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 業務受託者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了し、又はこ

の契約を解除された後においても、同様とする。 

（収集の制限） 

第３条 業務受託者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲内で、適法

かつ公正な手段により行わなければならない。 

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 

第４条 業務受託者は、仙台市立病院（以下「病院」という。）の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個

人情報を契約の目的以外のために利用し、又は病院の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、き損及び滅失の防止等） 

第５条 業務受託者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、き損及び滅失の防止その他の個人情報の適切な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

（従事者への周知等） 

第６条 業務受託者は、業務に従事している者に対して、在職中及び在職後においても当該契約による事務に関して

知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことの周知徹底を図るために必

要な措置を講じなければならない。 

（資料の返還等） 

第７条 業務受託者は、業務を処理するために、業務受託者自ら収集し、又は作成した個人情報が記録された資料

は、業務完了後使用する必要がなくなった場合は、直ちに、速やかにかつ確実に廃棄するものとする。ただし、病

院が別に指示したときは当該方法によるものとする。 

（個人情報の運搬） 

第８条 業務受託者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を運搬する必要

があるときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、業務受託者の責任において、確実な方法によ

り運搬しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第９条 業務受託者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、病院が書面により承諾した場合

を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。 

（実地調査） 

第１０条 病院は、業務受託者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実地に調査する

ことができる。 

（指示及び報告等） 

第１１条 病院は、業務受託者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、業務受託者に対して

必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

（事故発生時における報告） 

第１２条 業務受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、速やかに病

院に報告し、病院の指示に従うものとする。 

別記 


